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笹子トンネル天井板落下事故

笹子トンネル天井板落下事故が発生

【笹子トンネル概要】
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社会資本の
老朽化対策
会議
(H25.1.21設置)

社会資本 整備審議会
インフラ老朽化
対策の推進に
関する関係省
庁連絡会議
(H25.10.16設置)

技術部会 道路分科会 河川分科会

社会資本メンテナン
ス戦略小委員会

（H24.8.29設置）

基本政策部会
(H14.3.5設置)

道路メンテナンス技術小
委員会 (H25.1.28設置)

安全を持続的に確保す
るための今後の河川管
理のあり方検討小委員
会 (H24.7.31設置)

H24.12.2 笹子トンネル天井板崩落事故

H25.3.21 当面講ずべき措置

H25.4.3
安全を持続的に確保す
るための今後の河川管
理のあり方について

H25.5.30 中間答申

H25.6.5 道路のメンテナンスサイ
クルの構築に向けて

H25.11.29 インフラ長寿命
化基本計画決定

H25.12.25
今後の社会資本の
維持管理・更新のあ

り方 答申

H26.2.27 定期点検基準（案）

H26.4.14 道路の老朽化対策の本
格実施に関する提言

H26.4.16 第2期 開始

H26.5.21
国土交通インフラ長
寿命化計画（行動
計画）

河川・道路メンテナンスに関する主要な取組状況
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１． 目指すべき姿(2030年頃)
○安全で強靱なインフラシステムの構築
○総合的・一体的インフラマネジメントの実現
○インフラビジネスの競争力強化

２．基本的な考え方
○ｲﾝﾌﾗ機能の確実かつ効率的確保
○メンテナンス産業育成
○多様な施策・主体と連携

３．本基本計画に基づき、今後策定する計画

○インフラ長寿命化計画（行動計画）
メンテナンスサイクルを構築・継続・発展させるための取組の方針

（対象施設、計画期間、現状と課題、中長期的なコスト、取組方針、フォローアップ等）

○個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）
施設毎のメンテナンスサイクルを回すための計画
（対策の優先順位の考え方／個別施設の状況等／対策内容と時期／対策費用等)

４．必要施策の内容および方向性
「点検・診断、修繕・更新」、「基準類の整備」、「新技術の開発・導入」など。

「インフラ長寿命化基本計画」
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○「インフラの長寿命化に関する基本方針」

○Ｈ２５．１１．２９公表
○「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」



インフラ長寿命化に向けた計画の体系
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(基本計画)

(行動計画)

(個別施設計画)

インフラ長寿命化基本計画
(国)

インフラ長寿命化計画
(国の全分野)

インフラ長寿命化計画
(自治体レベルの全分野)

公共施設等
総合管理計画

道路 河川 公共建築物 道路 河川 公共建築物

H25.11

「関係省庁連
絡会議」決定

※省庁ごとに策定

H26.5.21

「国交省」
決定

※自治体ごとに策定



国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）
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○「インフラ長寿命化基本計画」に基づき策定する行動計画の「国交省版」
○Ｈ２６．５．２１公表 ○「国土交通省老朽化対策会議」

※詳細は国土交通省HP内参照 : http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/sosei_point_mn_000003.html

１．国交省の役割

・対象：国交省が制度等を所管する全ての施設
・期間：平成２６～３２年度（２０１４～２０２０年度）

・「基本計画」に記載された必要施策ごとに、「現状と課題」「必要施策に係る取組の方向性」
「具体的な取組の例」を記載。

・点検・診断／修繕・更新等、基準類の整備 等

現状と課題 必要施策に係る取組
の方向性

具体的な取組の例

・点検診断／
修繕・更新等

○技術力を有する職員
の不足

○取組の着実な実施に
必要な予算の確保 等

○相談窓口機能、研
修・講習の充実

○交付金等による支
援の継続・充実 等

○地公体職員を対象とする研
修の充実・継続

○防災・安全交付金等による取
組の支援 等

・各インフラに係る体制や制度等を構築する「所管者」としての役割
・インフラの「管理者」としての役割

２．計画の範囲

３．中長期的なコストの見直し

４．現状・課題と取組の方向性



Ⅰ．はじめに

Ⅱ．国土交通省の役割

Ⅲ．計画の範囲

Ⅳ．対象施設の現状と課題

Ⅴ．中長期的な維持管理・更新等のコストの見直し

Ⅵ．必要施策に係る取組の方向性

１．点検・診断／修繕・更新等

２．基準類の整備

３．情報基盤の整備と活用

４．個別施設計画の策定・推進

５．新技術の開発・導入

６．予算管理

７．体制の構築

８．法令等の整備

Ⅶ．フォローアップ計画

国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画） 目次
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国土交通省 インフラ長寿命化計画（行動計画）具体例

Ⅵ．必要施策に係る取組の方向性
１．点検・診断／修繕・更新等
（４）施設毎の取組
①道路（例）

施設 所管者としての取組 管理者としての取組

道路施設
・橋梁
・トンネル
・大型の構造物

・横断歩道橋
・門型標識
・シェッド等

○相談窓口の機能の充
実

○基準・マニュアル等の
整備・提供

○研修・講習の充実

○交付金等による支援

○担い手確保に向けた入
札契約制度等の見直し

○点検・診断／修繕・更
新等

○研修・講習の充実
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目指すべき方向性（道路メンテナンスサイクルの構築に向けて）

道路の老朽化対策の本格実施に向けて二本柱で本格的なメンテナンスサイク

ルを始動すべき

①メンテナンスサイクルを確定（道路管理者の義務の明確化）

②メンテナンスサイクルを回す仕組みを構築（支援）

各道路管理者の責任でメンテナンスサイクルを実施

点検 診断 措置 記録

メンテナンスサイクルを持続的に回す仕組みを構築

予算 体制 技術 国民の理解、協働

8【出典】道路のメンテナンスサイクルの構築に向けて （H25.5.13：社整審 道路分科会 道路メンテナンス技術小委員会）



道路別の橋梁数(全国)

日本では、全橋梁約７０万橋のうち約７５％が市町村道

【道路種別ごと】

※四捨五入により端数調整している

【全国】
約70万橋
（2m以上）

高速自動車国道
約1.4万橋（約2%）

直轄国道
約3万橋（約4%）

補助国道
約3万橋（約4%）

市町村道
約52万橋
（約75%）

※道路局調べ（H25.4）

都道府県道
約10万橋
（約15%）
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道路別の橋梁数(四国)

全国同様、全橋梁の７６％が市町村道。

【道路種別ごと】

※道路統計年報（H24.4.1現在）

【四国】
約4.6万橋

（2m以上）

高速自動車国道
約500橋（約1%）

直轄国道
約1,900橋
（約4%）

補助国道
約1,800橋
（約4%）

市町村道
約3.5万橋
（約76%）

都道府県道
約6,600橋
（約15%）
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橋梁数（道路種別ごと：2m以上）

11【出典】四国：道路統計年報（H24.4.1現在）、全国：道路局調べ（H25.4）より作成

市町村道
（約76%）

高速自動車国道 直轄国道 補助国道 都道府県道 市町村道＜凡例＞

市町村道
（約75%）



直轄国道 橋長別橋梁数(四国:2m以上)

12【出典】H26.1 「橋梁の長寿命化修繕計画」 四国地方整備局より作成

【四国】
2100橋
(2m以上)



直轄国道橋梁の橋種状況（四国:2m以上）
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【四国】
2100橋
(2m以上)

【出典】H26.1 「橋梁の長寿命化修繕計画」 四国地方整備局より作成



道路構造物(橋梁)の現状（全国）

0
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14,000

建設年度別 橋梁数

高速道路会社 国 都道府県 政令市 市町村

（橋）

（建設年度）

1960年代から1980年頃には年間1万橋が建設

ピーク時（1970年度）には

年間 約1万2千橋が建設

10年後

2013年（平成25年）
50年経過橋梁

約7万1千橋（18％）

2023年（平成35年）
50年経過橋梁

約17万1千橋（4３%）
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建設後５０年経過する橋梁(全国)

全国の橋梁数は約７０万橋。このうち、建設後５０年を経過した橋梁（２ｍ以上）

の割合は、１０年後には４３％へ増加

※東日本大震災の被災地域は一部含まず
※都道府県・政令市は、地方道路公社を含む
※道路局調べ（H25.4）

平成35年平成25年

１０年後18

%
43

%

50年経過橋梁
（約１７万橋）

50年経過橋梁
（約７万橋）

15
※建設年度不明を除く。
※この他、古い橋梁など記録が確認できない
建設年度橋梁が約30万強ある。



四国管内直轄橋梁２,０７４橋のうち、建設後５０年を経過した橋梁の割合は、
１０年後には４７％へ増加

建設後５０年経過する橋梁(四国：直轄)

１０年後

平成35年平成25年
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50年経過橋梁
（約３５０橋）

50年経過橋梁
（約１０００橋）



直轄国道橋梁の点検結果(全国)
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【出典】国総研資料No.776号 H26.1 平成24年度道路構造物に関する基本データ集より作成

全国(2m以上)
22,839箇所
（H24.4）

M

0.1%
E

0.2%

【全国】

対策区分の判定
(直轄)

健全性の診断
(直轄＋地公体)

従来区分
（～H26.6.30）

新区分
(7.1～)

判定区分
(7.1～)

Ａ 損傷が認められないか、
損傷が軽微で補修を行
う必要がない。

Ａ Ⅰ

Ｂ 状況に応じて補修を行
う必要がある。

Ｂ

Ｃ 速やかに補修を行う必
要がある。

Ｃ１ Ⅱ

Ｃ２ Ⅲ

Ｅ 安全性の観点から、緊
急対策が必要である。

Ｅ１ Ⅳ

Ｅ２

Ｓ 詳細調査が必要である。 Ｓ１ －

Ｓ２

Ｍ 維持工事で対応する必
要がある。

Ｍ Ⅱ

※各地整が管理する橋長2m以上の直轄橋梁のうち、点検済みの橋梁を対象。



直轄国道橋梁の点検結果(四国)
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【四国】

四国(2m以上)
２,１００箇

所
（H25.4）

【出典】H26.1 「橋梁の長寿命化修繕計画」 四国地方整備局より

対策区分の判定
(直轄)

健全性の診断
(直轄＋地公体)

従来区分
（～H26.6.30）

新区分
(7.1～)

判定区分
(7.1～)

Ａ 損傷が認められないか、
損傷が軽微で補修を
行う必要がない。

Ａ Ⅰ

Ｂ 状況に応じて補修を
行う必要がある。

Ｂ

Ｃ 速やかに補修を行う
必要がある。

Ｃ１ Ⅱ

Ｃ２ Ⅲ

Ｅ 安全性の観点から、緊
急対策が必要である。

Ｅ１ Ⅳ

Ｅ２

Ｓ 詳細調査が必要であ
る。

Ｓ１ －

Ｓ２

Ｍ 維持工事で対応する
必要がある。

Ｍ Ⅱ



２／８

・棒グラフは2巡目の項目別損傷数を示す。
・折れ線グラフは1巡目と2巡目の損傷割合（％）を示す。

橋種ごとの損傷多発部位分析（鋼橋：四国内直轄）

【出典】四国地方整備局 平成25年度橋梁診断結果より 19



20

鋼橋の損傷状況（四国内直轄）主桁

【出典】四国地方整備局 平成25年度橋梁診断結果より

写真 写真

【愛媛県】R11宮川橋側道橋
(主桁端部腐食)

【高知県】R55相間川橋
(主桁腐食)
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鋼橋の損傷状況（四国内直轄）支承

【出典】四国地方整備局 平成25年度橋梁診断結果より

写真 写真

【高知県】R33楠神橋
(サイドブロック破断)

【徳島県】R192袋井橋
(腐食、沓座モルタル欠損他)
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鋼橋の損傷状況（四国内直轄）床版

【出典】四国地方整備局
平成25年度橋梁診断結果

写真 写真

【高知県】R32柳野橋
(漏水、遊離石灰)

【徳島県】R11吉野川大橋
（鋼床版Uリブ亀裂）

25mm

【出典】H24.2.7記者発表「国道11号吉野川大
橋（鳴門市方面行き）の詳細調査に伴う通行
規制一時拡大のお知らせ」資料より



２／８橋種ごとの損傷多発部位分析（RC橋：四国内直轄）

【出典】四国地方整備局 平成25年度橋梁診断結果より

・棒グラフは2巡目の項目別損傷数を示す。
・折れ線グラフは1巡目と2巡目の損傷割合（％）を示す。
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RC橋の損傷状況（四国内直轄）主桁

【出典】四国地方整備局 平成25年度橋梁診断結果より

【香川県】R11本山橋
(T桁：剥離・鉄筋露出)

【徳島県】R28第二吉永橋
(剥離・鉄筋露出)
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橋種ごとの損傷多発部位分析（PC橋：四国内直轄）
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漏水・遊離石灰

定着部の異常

腐食

亀裂

床版ひびわれ

ゆるみ・脱落

破断

支承の機能障害

舗装の異常、路面の凹凸

遊間の異常

コンクリート補強材の損傷
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①
桁
部
材

床
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下
部
工

支
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伸縮
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路面
材料
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その他

【出典】四国地方整備局 平成25年度橋梁診断結果より

・棒グラフは2巡目の項目別損傷数を示す。 ・折れ線グラフは1巡目と2巡目の損傷割合（％）を示す。
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PC橋の損傷状況（四国内直轄）主桁

【出典】四国地方整備局 平成25年度橋梁診断結果より

【高知県】R55野根大橋
(剥離・シース管及び鉄筋露出)

【高知県】R55野根大橋
(剥離・鉄筋露出)
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【出典】四国地方整備局 平成25年度橋梁診断結果に一部追記
※定期点検（2巡目）完了したPC橋（577橋）対象。数字は2巡目の点検結果。

一般環境地域と塩害地域の比較（PC橋：四国内直轄）

塩害地域では、「うき」｢剥離・鉄筋露出｣等の損傷が大部分。

C判定(114橋/全493橋) C判定(28橋/全84橋)

C

判
定

損
傷
部
材
数

244

147

(60.2%)

390

（93.5%）



法令・点検基準の体系

省令・告示で 、5年に１回、近接目視を基本とする点検を規定、
健全性の診断結果を４つに区分。（トンネル、橋などの構造物に共通）

法令・定期点検要領の体系

健全性の診断結果を、４段階に区分

道路法

政令

省令・告示

H25.9.2施行

定期点検要領

・維持、点検、措置を講ずることを規定

（トンネル、橋などの構造物）

構造物に共通の規定

（トンネル、橋などの構造物）

各構造物毎に策定

・構造物の特性に応じ省令・告示に沿った具体

的な点検方法

・主な変状の着目箇所、判定事例写真等

H26.3.31告示

H26.7.1 施行

・トンネル、橋及び、損傷、腐食その他の劣化そ

の他の異状が生じた場合に道路の構造又は

交通に大きな支障を及ぼすおそれのあるもの

について定期点検を規定

・５年に１回、近接目視を基本として実施

・健全性の診断結果を、４段階に区分

28



橋梁定期点検要領の概要

○点検
近接目視。5年に1回。

○健全性の診断
「部材単位」 各部材の状態をⅠ～Ⅳの
4段階に判定。

※上部構造(主桁、横桁、床版)、下部構造、支承部

「道路橋ごと」
部材単位の診断結果→総合的評価を実施。

○措置
補修・補強、撤去、通行規制・通行止め

○記録
当該道路橋の利用期間中は保存。

市町村における円滑な点検の実施のため、主な変状の着目箇所、判定事例写

真等を加えたものを定期点検要領としてとりまとめ

区分

Ⅰ 健全

Ⅱ 予防保全段階

Ⅲ 早期措置段階

Ⅳ 緊急措置段階

29



これまでの点検とH26.7.1以降の点検との違い

従来 H26.7.1～

名称
長寿命化修繕計画策定
のための点検

集中点検
（H25年2月～H27年3月）

新要領に基づく点検

適用要領
道路橋に関する基礎
データ収集要領（案）
（H19年5月）

総点検実施要領（案）
【橋梁編】

（H25年2月）

道路橋定期点検要領
（H26年6月）

対象橋梁
15m以上
(2m以上の場合もある)

主な幹線道路における
橋梁 2m以上

概要 ・遠望可 近接目視
（道路利用者及び第三者
被害のおそれのある範囲
のみ）
道路利用者及び第三者
被害の危険性の有無を
判定

・全て近接目視
（第三者被害防止以外の
部分も含む）
・必要に応じて触診等の
非破壊検査等併用
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近接目視しないと発見しづらい箇所例

【橋梁支承部】

31

【道路橋定期点検要領P54 ⑥支承の詳細調査が必要な例より】

支承取り付け部の損傷が支承機能に影響を与えている
可能性があり、耐荷力の評価が必要な場合

【出典】道路橋定期点検要領（H26.6）



点検時の目の付け所(例．鋼橋)

【出典】道路橋定期点検要領（H26.6）より

主桁

32

パラペット

パラペットと桁
端部が接触し
ており遊間が
無い状況

パラペット主桁

沓



メンテナンスサイクルを回す仕組み（支援）～体制～

地方公共団体の取組みに対する体制支援

②メンテナンス業務の地域一括発注や複数年契約を実施

①都道府県ごとに『道路メンテナンス会議』を設置

③社会的に影響の大きな路線の施設等について、国の職員等
から構成される『道路メンテナンス技術集団』による『直轄診
断』を実施

33

④重要性、緊急性の高い橋梁等は、必要に応じて国や高速会
社等が点検や修繕を代行（跨道橋等）

⑤地方公共団体の職員・民間企業の社員も対象とした研修の
充実
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H26.5.29 徳島県道路メンテナンス会議

H26.6. 9 香川県道路メンテナンス会議

H26.6.24 愛媛県道路メンテナンス会議

H26.7. 3 高知県道路メンテナンス会議

関係機関の提携による検討体制を整え、課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的な
老朽化対策の推進を図ることを目的に、｢道路メンテナンス会議｣を設置
（平成２６年７月７日東京都での設置を最後に、全国４７都道府県で設置済）

道路メンテナンス会議による地方公共団体に対する体制支援

【出典】H26.７.２ 社整審 第１5回道路分科会 【資料２】「道路の老朽化対策の本格実施について 」を一部時点修正および四国の状況を追記

四国の状況

H26.6.25愛媛新聞 ｢点検の一括発注検討｣

・地方整備局(直轄事務所)

・地方公共団体(都道府県、市町村)

・高速道路会社
（NEXCO・首都高速・阪神高速・本四高速等）

・道路公社

体 制

内 容

１．研修・基準類の説明会等の調整

２．点検・修繕において、優先順位等の考
え方に該当する路線の選定・確認
３．点検・措置状況の集約・評価・公表
４．点検業務の発注支援(一括発注等)

５．技術的な相談対応 等
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「道路の老朽化対策」パネル展の開催

○開催場所 ：県庁、道の駅等ほか

○開催時期 ：H26.6月下旬以降順次

○主な内容 ：
道路の老朽化の実態、老朽化を防ぐ取組、
通行の適正化

○主 催 ：各県道路メンテナンス会議

道路メンテナンス会議主催のイベント

高校生を対象に「橋梁修繕研修会」を開催

○開催場所 ：西条市「朝日橋」ほか１カ所

○開催時期 ：H26.7.7

○参加者 ：東予高校41名、西条農業高校45名ほか

○主 催 ：愛媛県道路メンテナンス会議
後 援 ：愛媛大学 H26.7.8愛媛新聞

「橋の修繕 この目で確認」
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四国地整HP内に「道路の老朽化対策ポータルサイト」開設

H26.6.6～開設 ○アドレス http://www.skr.mlit.go.jp/road/hozen/index.html

【老朽化の事例】 【自治体支援策】



目的
老朽化による社会的な影響が大きい施設は、点検による安全性の確保が急務
→  実務的な点検の適切な実施・評価に重点を置いた研修を実施。

特徴
○点検に係る実習等実務内容中心のカリキュラム

「点検要領の十分な理解」
「委託業者の点検結果を評価」 できる国・自治体職員の育成。

○H26年度は、４コース予定（道路３コース＋河川１コース）

○全国統一のテキスト「国土技術政策総合研究所」「（独）土木研究所」等が監修。

道路構造物管理実務者研修（道路） 維持管理技術
（河川・ダム）分野 橋梁（初級Ⅰ） 橋梁(初級Ⅱ) ﾄﾝﾈﾙ（初級）

日程 H26.11.17～21
(5日間)

H26.8.25～29
(5日間)

H26.10.14～16
(3日間)

H26.11.10～14
(5日間)

人数 ３０名程度 ２０名程度

概要 ・四国地整 四国技術事務所（香川県高松市）。
・対象は、国、県、市町村の施設の維持管理に係る実務担当職員
・国土技術政策総合研究所等による全国統一のテキスト。

技術的支援：維持管理研修 （四国地整）

37



目的
高度成長期以降に集中的に整備されたインフラの老朽化対策に必要な

高いレベルの能力を養う

H26年度主な研修コース
研修の充実、強化を図るとともに、地方公共団体職員の参加枠 を拡大。

・河川施設保全 【新設】地公体23名
・道路構造物(係長級）〔保全コース〕 【拡大】地公体28名→35名
・公園・緑化 【拡大】地公体28名→33名

・建築保全企画 【拡大】地公体18名

技術的支援：維持管理研修 （国土交通大学校）

分野 河川施設 保全 道路構造物 公園・緑化 建築保全企画

定員
（）：内 地方公

共団体

４５名
（２３名）

６０名
（３５名）

５０名
（３３名）

５０名
（１８名）

5日間 12日間 12日間 12日間

H26.12.15～12.19H26.11.10～11.22
実施済

（H26.5.26～6.6）
実施済

（H26.7.7～7.18）

期間

【出典】国交大HP（http://www.col.mlit.go.jp/kensyu/）より
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技術的支援：自治体向け技術講習会（四国地整）

●四国地方整備局による最近の自治体職員向け技術支援

■橋梁ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ現場支援ｾﾐﾅｰ （H2５.11開催 徳島、松山、高知）
７８名参加

■道路技術保全研修（H25.6、H25.7開催 高松）
橋梁保全 点検コース／診断コース 計３３名参加

■PC橋梁の電気防食技術講習会 （H25.12.6開催 宇和島）
４９名参加

【写真】橋梁マネジメントセミナー（Ｈ１６～ Ｈ２５ のべ４７９名参加）実施状況 39



(参考)その他技術支援：愛大ME養成講座（愛媛大学）

社会基盤メンテナンスエキスパート（ME）養成講座

分野 ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、構造物の設計、点検および診断・評価
（橋梁、地盤構造物、舗装、ﾄﾝﾈﾙ・河川構造物・上下水道・防災関係ほか）

人数 最大３０人（官民比率はおおむね半々）

概要 ・講座は２＠５日＝１０日間（H26、将来は５週間程度）。
・場所は愛媛大学。
・官民技術者対象。
・試行講座をH26.1.7～9に実施済み。

□愛媛大学による官民対象の講座
座学、演習、ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸを受講→資格認定（論文、面接）実施。

※推進組織「愛媛社会基盤メンテナンス推進協議会」

会長：愛媛大学防災技術センター 矢田部教授
構成メンバー：愛媛大学（防災技術センター、環境建設工学科）

四国地整、愛媛県、愛媛県内市町、民間建設関係団体

□地域のインフラ再生を担う中核的人材育成
「長期的視野に立った地域の核となる専門家」の養成。
産官学の垣根のない技術と知識に基づく人的ネットワークの構成。

□愛媛大学および学外専門家による講師陣

H26.1.8 愛媛新聞
「インフラ老朽化事故防げ」
試行講座が新聞記事に！

（試行講座）現場点検
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新聞記事「インフラ補修費 年5兆円」

41

H25.12.26 朝日新聞



国の直轄・補助事業費、
地方単独事業費

(出典：一般財団法人建設経済研究所HP)

(出典：朝日新聞)一般会計予算(国費)
(一般公共事業関係費)

将来の維持管理・更新費
(事業費ベース)

20.5兆円

13年度

名
目
政
府
建
設
投
資

国費と事業費で比較？(兆円)

42

報道 インフラ補修にかかる費用比較

事業費ベース

事業費ベース国費ベース



国土のグランドデザイン

43



人口減少率、高齢者比率の高い四国

44

全国(千人) 四国(千人)

西 暦(年)

■人口減少の推移

全国

四国

四国のピークは
25年早い。

【出典】総務省統計局HP「日本の統計」第2章、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」より作成



人口(人) 増減数(人) 増加率（％）

東京都 13,202,037 71,274 0.54 

埼玉県 7,288,848 12,985 0.18 

神奈川県 9,100,606 10,786 0.12 

H25年日本の人口動態（全国で約25万人減少）

【出典】総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成26年1月1日現在）」
※調査対象期間：H25.1.1～12.31

一番増えた
のは東京都

45

■うち人口が増加した８都県

愛知県 7,478,606 9,287 0.12 

宮城県 2,329,439 2,335 0.10 

福岡県 5,118,813 4,690 0.09 

滋賀県 1,421,779 67 0.00 

沖縄県 1,448,358 6,615 0.46 

■全国の人口：1億2,843万人（H26.1.1現在）



都道府県別合計特殊出生率

【出典】厚労省 平成24年（2012）人口動態統計（確定数）の概況より 46
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若年女性半減へ 日本創生会議 人口減少問題検討分科会

【出典】四国新聞(日本創生会議による) 47
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【四国】 若年女性が７０％以上減少する市町村

【出典】日本創生会議 資料2-1 全国市区町村別「20～39歳女性」の将来推計人口より作成

若年女性
人口変化率（％）

総人口
20-39歳

女性
総人口

20-39歳
女性

A B

三好市 29,951 2,137 11,753 471 △ 77.9

佐那河内村 2,588 215 1,359 61 △ 71.6

神山町 6,038 344 2,181 60 △ 82.6

那賀町 9,318 522 3,320 85 △ 83.7

美波町 7,765 493 3,197 116 △ 76.6

つるぎ町 10,490 722 4,410 207 △ 71.3

香川県 土庄町 15,123 1,227 7,755 360 △ 70.7

久万高原町 9,644 570 3,863 134 △ 76.4

愛南町 24,061 1,700 10,396 357 △ 79.0

室戸市 15,210 941 4,868 156 △ 83.4

大豊町 4,719 209 1,487 41 △ 80.2

四万十町 18,733 1,295 8,852 363 △ 71.9

大月町 5,783 348 2,477 65 △ 81.3

黒潮町 12,366 900 6,095 261 △ 71.0

市区町村
C=(B-A)/A

徳島県

愛媛県

高知県

2040年2010年

県名



新たな国土のグランドデザイン

実物空間と
知識・情報空間を融合

2050年を見据えた国土づくり

コンパクト化 → コスト縮減

ネットワーク化 → 高密度な交流

キーワードは、コンパクト＋ネットワーク

高密度な交流がイノベーションを創造

小さな対流が創発を生み出し

大きな対流へとつながっていく

[国土のグランドデザイン2050]

急激な人口減少・少子化、異次元の高齢化、インフラの老朽
化、巨大災害の切迫等に対する危機意識を共有

「対流促進型国土」の形成
49



新たな国土のグランドデザイン

大都市圏域 ⇒ 国際経済戦略都市

地方圏域 ⇒ 小さな拠点、高次地方都市連合により活力ある集積、

大都市圏と連携しつつ世界とも直結

海洋・離島 ⇒ 我が国の主権と領土・領海を守る「現代の防人」

[国土のグランドデザイン2050]
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「国土のグランドデザイン」に係る新聞記事

51

H26.7.10 日本経済新聞



公共事業関係費の推移

当初予算を見ると、
ピークであった平成９年度と比べ、

近年は半分程度まで減少

52

「社会資本整
備事業特別会
計」の廃止に
伴う経理上の
変更
（6,167億円）

14.2

11.2
10.5

14.9

12.2

11.5 11.4

10.0

8.3
8.9

8.0 7.7
7.4 7.5

8.8

6.4

5.3

7.0
6.3 6.0

(兆円)

（年度）

平成

【出典】H26.1.22「平成２６年度予算概要.」（参考）公共事業関係費（政府全体）の推移に一部追記



平成26年度予算

平成26年度予算政府案
閣議決定

（平成25年12月24日）

（単位：億円）
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○ 特例公債発行の延びに伴い、公債発行残高が累積している。

（データ：「日本の財政関係資料」平成25年10月 財務省）

＜平成25年度末時点＞
特例 建設 計
４８１兆円＋２５６兆円＝７３７兆円
（６５％） （３５％）
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平成27年度予算概算要求にかかる基本的な方針について

【出典】財務省HP：概算要求基準閣議了解（平成26年7月25日）



新聞記事「『水膨れ予算』許されぬ」

H26.7.26 毎日新聞
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新聞記事「公共投資で地方は救えない」

H26.7.18 日本経済新聞
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